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公 共 投 資 の 選 択 プ ロ セ ス

-— 伝 統 的 モ デ ル へ の 批 判 一

大 岩 雄 次 郎
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伝統的モデル 

伝統的* デルへの批キ-Ij 
代楼的モデルの設定 

モデルの檢;证

序

公共投資モデルに関する共通の仮定は，公共当局の 

詹理者は公典投資のプP ジ:^クトの選択基準として， 

社会的便益と社会的費用の差，すなわち社会的純便益 

を極大にすることを追求するということセちる。これ 

らのモデルは, 一般に，公共的プロジ:Cクトは正の収 

益率をもっている（費f fl<便益）という意味で効率的で 

あることを暗黙のうちに仮定している。この結論は，

多くの公共的プロジクトが鱼の収益率をもっている 

(費;n > 便益）場合があるように，公共的プロジュクト 

の現実的経験と矛盾している。

これからこの小論で考えようとするモデルは，従来 

とは異なった仮定をもっている。すなわち，公共当局 

の管理者は，公共的プロジcnクトを選択する場合に， 

彼らの選举民からなる庄カ団体の私的費用と私的使益 

との問の善を極大にしようとするという仮定を設ける。 

以下，この仮定に甚づいて，伝統的なモデルとの対比 

を適して，このモデルめ吟味を行なってゆくごとにす

I 伝統的モデル

公共当局における管理者が，社会的純便益を迫求す 

- るという一般的仮定に関して，最近いくつかのぼ吟味 

カレ試みられている。これまでの文献は，生に，いくつか

のプロジ夕トに関する適切な決定を行なうための主 

要要因である社会的使益と社会的費用の測定の問題及 

び適切な割弓I率の選択に関連した間題を中心に収り扱 

ゥてきた。例えぱ，マスグレイプ(Musgrave)は費用一使 

益分析の包括(1̂ な再梭計を行なったときにも,これら 

の仮定及びその意味に開しては何もg 及していない。

し力、し，ニス力ネン（Niskanen)は，最近，公■共当局の管 

理者は費用制約の条件のもとで,予算を極大にするこ 

とを試みるということを仮定したモデルの中で,この 

伝統的モデルの仮定を問題にしている。ニスカネンの 

モデルは，有益な点を多くもっているけれども. 重要 

な点を見のがしている。すなわち,公共機開が受けと 

る予算は，社会に対するその機関のアウトプットの現 

実的価値と異なりうるという事実である。ニスカネシ 

は，投資に関する収益は，もし費用制約というものが 

課せられない場合は, 不効率となるけれども，その費 

用制約が定された場合には，正の収益をうむであろ 

うと結論している。ニスカネンは，波自身では,公共 

機関がアウトプットの現美的価德以上のものを積極的 

に支払うといったケースに関しては取り扱っていない。 

そこで，これから考察しようとするモデルでは，この 

事突を認識して，政府機関は，E 力団体に対する純便 

益を極大にするために最適な予算を選択するという仮 

定に従って梭討してゆく。そのような仮定の下では， 

予算と費;T]の一致は，もはや効率的な投資を保諷しな 

いことになる。このように，これから考えるモデルは， 

ニスカネンによって提示されたギデルよりも，公共投 

資の効率性に関して強い懐疑心を提示している。 しか 

し柯モデルは，もちろん，伝統的モデルは誤った結 

論を導出しているという点に関しては一致していると 

思われる。伝統的モデルの誤りに関して次節で考えて 

みる。

AA(938)

f

m

I
I^iI ス
iH
ご、■'走

I

I

I

I
H
I

N  '

：|

i

I

M  '

1;̂

k



公共投資の選択プロセス

n 伝統的モデルへの批判

ニスタネンは次のような論述を行なっている。

「庚証的な官僚理論に関して，官僚というも 

のは，一般的福祉あるいは国家の利益によって 

全面的に動機づけられない人々であるというこ 

とを認識することが重要である」（Bureaucracy 
and Repesentative Government, p. 36.1971)。

一般に,’ 官僚は，われわれの動機づけと同様に，彼 

ら自身の特定の利益の追求によって動機づけられると 

言われている。これらの利己的利益力め共的な福祉と 

矛盾しないかぎり，官僚は，社会の福祉を増進する公 

共的プロジェクトを選択するであろうということが期 

待されうる。しかしながら，これらの社会的利益と私 

的利なが乖離した場合には，潜在的な対立が生まれる。 

そのような対立は.公共機関の規模を拡大する機会が 

存在する場合に発生しうる。なぜならば,媒模の拡大 

が一般的に政府機関の管理者にとって有益となるため 

である。金銭的及び非金銭的な管理者の報酬の両方 

は，高度に公共機関の規模と関連している。ボーモル 

(Baumol)は私的部門に関して，次のように言いている。

「経営者の報訓は，利潤よりも，その企業運 

.営の規模と密接に関係しているであ;ろうJ (Ec- 
ononiic Theory and Operations Analysis, p. 296,1965) o 

規模と管理者の報酬との関係は，公共部門において 

さえも強く見られる。なぜならぱ，公共部門の管理者 

は，めったに費用削減または高k、純便益を生むプロジ 

* クトを計画することによって昇進することはないか 

らである。これはまた次のような理1±1が考えられる。 

すなわち，一般大衆と議員’は，政府機関の運営の効率 

よりも，政府といったものから与される利益に関心 

をもっているということである。こめようなとき，負 

の利益率が生じること力';予想される。

规模は，便益以上の費用を納税者に资担させろよう 

な活動に従事することによって赋大されうる。そのよ 

うな状況が発生したとき，管理者は，公共支Hiによっ 

て彼自身の福祉を增大させうるということから，利益 

に関する対立に直而する。もちろん，納税老は，もし 

そのような活動に管31者が従事することをふせぐこと 

が可能であるとしたなちぱ，納税者は彼らの費用（税） 

を城少させうるであろう。 しかしながら，一般大衆が 

この管理者をコントロールをするfiぱJは，いくつかの 

要素によって限定されている。すなわち，

■ -  4 5 (5 5 9 )

1 . ある公共的プロジ:クトに反対する者がそのプ 

ロジュクトの採用を防ぐための能力は, 収引费用（tmii. 
saction cost) の存在及びその大きさによって限界づけ 

られる。プロジ:Cタトの反対者は，税率が低い場合に 

は，特定のプロジェクトに反対することから得られる 

使益がそのような反対の費用に等しくなるか，あるい 

は'J、さくなるということに気がつくであろう(W. Ni- 
skaiien, "Nonmarket Decision Making: The Peculiar Eco
nomics of Bureaucracy**, American Economic Review 58,' 
May 1968., L. DeAlessi, "Some Implications of Proi^rty 
Right Structures for Investment Choices within the Gover
nment", American Economic Review 59 March 1969)。ネこ 

で必要となる費用の大部分は提案された政府寧動につ 

いての情報獲得のために費やされる。さらに，反対案， 

を有効なものにするための追加的費用もi£!：、耍である。

これら2 種類の費用は，プロジェクトの採用を促す 

という不整合な性質をもっている。取引費用の場合に 

関して，ダゥンズ（Downs) は次のように主張しているヶ 

「一Tf!民は，たとえある政策策ぎ領域への介 

入が有益であったとしても，すべての政府活動 . 
について獲得する情報は非常に高価でf c ること 

に気がつくであろうJ rそれ故， 彼は， 介入が. 
最大の利益を生みそして倩報費用が最小となる. 
場合の認識に重点をおかねぱならない」 （A. 
Downs, An Economic Theory of Democracy, p. 258. 
1957)0 ,

もしあるプロジ :a クトがある特定の団体に•十分な 

利益を与えるとしたら，そのプロジェクトのための介 

入は非常に布益である。そのようなプロジェクトの例 

としては，税法，灌概事業，農産物価格支持といった 

ものが考えられる。さらに，そういった事柄に関する 

情報は，利害関係者にとって相対的に廉価である。な 

ぜならば，公共機関と組織化された庄カ団体は潜在的 

な利得者に対して，この情報を提供する費用のはとん 

どを;̂ ぇ担するからである。 しかしながら,他の納税者 

に関して，その状況の事実を認知する費用は非常に高 

くなる傾向がある。なぜならば，そこに含まれている 

問題というものが，問題の法案の支持者によって非常 

に複^^化してまわれているからである。よって，その 

問題をとりかこむ不鮮明さというものが，より正確な 

情報をもつ反対の発/上に対して機先を制するととに役 

立つのである。それ故，タ ロ ッ ク ' . (Tullock) が述べて 

いるように，努力すべきことは,"小グループに阅してぃ 

容あ5に認知できる便益をもすこらし，費用負担について.
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団体A 団体B
便 益 75 50
費 用 0 100
純 便 益 75 - 5 0

n — 2 表

ここで示された状況では,費用一 便益分析や費用一 

効果分析といったコントP — ルの機能は有効なもので 

はないであろう。なぜならぱ，プロジc tクトというも 

のが，正の収益率をもつかぎり，有効なものとして判 

断される可能性があるからである。 、

これらの理由は，公共当局の管理:者というものは社 

会的純使益の極大ということに制約されないし.何か 

他のことを実行することに関するかなりのほ111を特っ 

ていることを示している。管理者が, 一 ‘ 貫して社会的純 

使え£の極大を日指すという一般的な仮定は，管理者と

をもたらす場合を示している。

まず，何らか雄設のために1 0 0 ドルという費用を必 

要とする公'共投資といったものを考えてみよう。BH力 

団体A は，そのアウトプットを7 5 ドルに評価し，一方, 
圧力® 体 B は5 0 ドルに評価したとする，この場合，総 

使益が総費用を上回ることによって余剰を生むという 

意味で効率的であるという事実にかかわらず，収益が 

費用を下回るであろうということから，商0 体ともこ 

のプロジュクトの採用を接!護しないであろうしかし , 
この公共的プロジ- クトがn — ].まのような費用一使

(単位ドル) .
団体A 団体B

便 益 75 50
費 用 50 50
純 使 益 25 0

n - 1 表

益計算をもつことは可能である。この場合, 団体B の 

便益はゼロであるが,政府による建設によって資源利 

用が改良されると考えられる。

きらに次のn — 2 表のような状況も耀定しうるであ 

ろぅ。

表によれば，総使益が総費用を2 5ドルだけ上回るけ 

れども，これは所得が団体B の構成員から面# : A の構 

成員に移転されているということである。

(単位ドル）

は分散的で，認識が困難な事柄を実行するための機会 

を見い出すことを試みること，，でもる（G. Tullock, To- 
Ward a Mathematics of Politics, p. 122,1967〉。

同様に，あるプロジ土クトに対する組纖的な★持を 

行なう費用は，ある田力団体が獲得する利益よりも小 

さいであろう。一方，あるプロジ;d クトあるいは法宵i 
に対する反対を組織的に行なう費用は，特定の個人あ 

るいはグループの得る利益をはるかに上回ってしまう 

であろう。なぜならば，そのプロジょクトによって負 

わされる潜在的損失は，# 常に多くの個人に課せられ 

ているからである。

要するに，情報費用と組織化の費用から成る取引費 

月の特徴は，プロジェ.クトに対する反対よりもそのプ 

ロジュクトの採用をうながすもiの -b•ある。

2 . 公共当局の管理者は，彼らの公共機関の適切な 

成長率を維持するような効率的なプロジェクトを積極 

他に遂行するといった庄力をはとんど受けていない。 

したがって，公共機関というものは私的企業の場合の 

ような，新分野での効率的投資の開拓といった行励は 

取り得ないのである。すなわち，管理者の利己的利益 

，は，納税者の支配メカニズムからの脱出と不効率なプ

ジェタトの制度化によって増大されることになる。

3 . 譲会の機能というものは，公共の利益に関して 

管理者の行動を制約することを意図している。 しかし 

ながら，議員というものは納税者全般というより，む 

しろ特定の選挙民と主要な関連をもっている。故に， 

例えば，A 市での効率的なプロジクトよりもg 己と 

糊速をもつB ホの#:効率なプロジェクトを採用すると 

V、っ'た現象が現われる。これは，プキャナン (Buchanan) 
とタロッタ（Tullockyが示したような，周知の logrolling 
過程での譲員のプロジクト選択の状況である。それ 

.故，支配メカニズムというものは, # 効率なプロジ;t  
クトの回避という問題に関して有効なものではない。

4 . 管理者というものが，何らかの形で，正の収益 

率をもつプロジェクトの採用ということに制約されて 

いるとしても，特定の選举民の利益となるために，•よ 

り低V、収益率のプロジェクトを選択することが有利と 

なる場合がある。これらのプロジcnクトが総体的な収 

益率というものが正であったとしても，他の納税者の 

支出によって,，もる特宠の納税者グル一プ（赞理者の選 

傘K ) に多くの使益をもたらすというととは可能であ 

る。

次の数値例は， る効率的なプロジ: タトが使ねを‘
-もたらしえない楊合，あるいは，特定の納税者に損失

46(940)
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公共投資の選択プロセス
一般国民との利益の対立ということから，非現実なも 

ので、あると言える。この仮定の現実性の欠如に加えて， 

例えば，プロジ^^クト選択の技術に関する知識が改良 

された場合でも，依然としで，非効舉なプロジ:Cクト 

が採用される傾向がある。

このように伝統的モデルの現実的適応性め欠如を考 

えると，それを補う仮定の上に立って違ったモデルを 

考える必要がある。'

\ D I 代替的モデルの設定

管理者によって認識されている政府機関の予算制約 

は次のように示すことができる。

Qjコタ
ことで， Qはそれぞれ《及 び £ - 1 期での政府機関 

の予算額を示している。 バ t , 各期の予算額は前期の 

予算額に対する何らかの比ギ（例ぇば110% ) で制約さ 

れているといった通常の場合に考えられる比率系数で 

ある。こういう状況の認識の上で，管理者は，最適の 

；! の推測に甚づいた予算を議会に請求をする。実際に 

は，管理者は，議会が機械的に予算請求額を削減すろ 

割合を予測して，現実的な推測よりも，若干高いの 

設定を行なうであろう， ：

さらに，管理者は，議会の予算承認を渡得するにあ 

すこって,努力を最小にする予想予算に見合うプロジェ 

夕トを選択する，そのため，彼らほ，可能なかぎり综 

外活動による支持LS (lobbying Support) を得られる 

プP*ジュクトを選択するようなことになる。この院外 

活動による支持というものが，私的便益（P f i ) と私 

的 費 用 ( P C ) の差にもる一定の関係を付与すること 

になる。これは次のような式で示すことができる。

L S  ニ f ( T B - P Q  
この式は，あるプロジェクトに対する政治的支持は, 

ある特定グループ（BE力ffl体）への利益の関数であると 

いうことを示している。管理者は，議員に庄力を掛け 

る組織的活動による潜在的利益の獲得に対して積極を 

.な "投資" を行なったり，必耍な財政支出がある特定 

のプロジ^^^クトから得られるす想利益より小さいかぎ 

り，そのプロジaxクトの促進のために何らかの行励を 

糖極的に行うであろう。もちろん， る特定のプロジ 

クトから得られる予想利益は，そのが:認過程での生 

来の危険によって割弓Iかれる0 このことは，院外活動 

，による支持と私的使益及び私的費用の問の差との不確 

まな関数的関係に反映されている:> 特矩のプロジCCク

トからの収益は， log ro llin gの過程で生じる潜在的費 

用に関して，すなわち，他の圧力団体に純使益を与え 

るプロジ$ タトの支持に関して，後援者によって割引 

かれる。

私的便益と私的費用の問め差は，問題のプロジェク 

トの規模の関数であると考えられる。次のような式で 

示すことができる。

L S  ニ：a P B r - P C d  ニ L S iq d
q iはプロジュクドえの予算規模を示している6 予算 

制約は次のよう示しうる。

Qi ニ 2  な，，
Q itは t 期の各プロジi c クトをポしれはプロジエ 

クトの数を表わしている。

公共当局の管理者が迫求する現実の極大イヒプ〒セス 

は，次式のように示しうる</
L=LS{qu)~/u

U はラグランジュ乗数である。ラグランジュ乗数に 

よる極大化の解は.次のような周知の限界条件を導び

dLSfdLS  =  dhSf^Qn— dLS/dQnt 
' これらの条件は，規模が連続的に変化しうるプロジ 

ュクトは公共機関予算に対する院外活動による支持 

を極大にするために，すべての実現可能なプロジ:i ク 

トへの院外活動による支持が等になる点まで拡大さ 

れるということを示している。現実の状況では，プロ 

ジ: クトは連綺的に変化するものではないしさらに , 
プロジ: クトの計画は費用と時間の両方を含んでいる6 
それ故，ある所与の時点では，議会に提出しうるプロ 

ジェタトの規模は固定されている：さらに，現実の社 

会の複雑さを考えると，管理者は，院外活動による支 

持と私的純使益とめ問の正確な関係を認識しえない。 

すなわち，次式で示されているy の性質を正確に把握 

しえない。.
LS ニ -  PC、

しかしながら，管理者は，院外活動による支持とい 

うのはP B と P C め間の差の舉調関数であると仮定 

している。すなわち，私的純使益の増加は常に院タト活 

動による支持を増加させるであろうと考えているので 

ある。それ故に，管理者は，一速の有望なプロジク 

トを檢財しメC し て 差 額 ニ (PZ?—PC) ) を極大にす 

るプロジ:n クトを選択する。 .
このことに関して，次のような数値例によゥて港え
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プロジc tクト No. (?1 { P B - P O

1 100 10
2 100 40
3 200 20
4 200 30
5 300 30
6 300 20
7 400 20
8 400 40

n — 1 表

てみよう。今，管理者はIII—1 表のような，P B とp a  
の差額及び1 0 0 0 ドルという予算制約の下で，いくつ 

かのプロジ;Cクトに直面しているとする。この場合， 

公共機関の管理者は2 ,  4 ,  5 そして8 を選択するで 

あろう。この一組は予算制約の額と同じであり，高い 

採用の可能性をもっている。なぜならぱ,院外活動に 

よる支持は，これらの産出水準において極大となるか 

らである。この議論は有効な資金に関して，承 |1/忍者̂"し 

提出されるプロジ:クトの計画と選択の両方を含んで 

いる。もちろん，いくつかのプロジェクトは承認過程 

で生き残れない。この過程のある時点で廃棄されるプ 

ロジクトの運命に関して推測するととは與味のある 

問題であるノ

公共機関とそのプロジェクトの後援者は，雨者の問 

で, 確定的な行動をとることを決定せず，単に予算継 

続期間に無修正のプロジェクトを提出するかもしれな 

い。ーガ，公共機関の管理者による強い要求によって, 
後援者はプロジェクトを復活させるために彼らの決定 

ルールの変更の決定をするかもしれない。上記のよう 

な方法で，管理者は，院外活動によろ支持と選拳民か 

らなる圧力団体の私的使益と私的費用の差額との関数 

的関係を変更しようとする。これは，プロジュクトに 

関する見通しを高めるような2 つの可能性というもの 

を生むことになる。第 1 は，田力団体の構成員は同額 

の純便益（P i?—PC) を得るために一層の努力をする 

ということである。第 2 は，同程俊（それ以上）の院外 

活動による支持が，魁的純使益の額を减少させること 

になるということでる。これは，通常，私的使?を 

変化させないで,私的費用を増加させるという形体を 

とる。

I V モデルの検証

赞理者‘は，企業家が意識的に阪界収入と服界数用を

等しくする以上に，上記で示したような計算‘を明確に 

為し得ないでろうし現実にも， なわないでちろ

このモデルの唯一の分析的仮定は，公共当局の管理 

者は社会的純使益を無視し，可能なかぎり私的便益に 

重点を置くということである。そ こ で こ こ で は ，

D. L. S h a p iroによって示された現実わ公共プロジ 

■クト（Trinity River Project by Federal Bureau of Reel- 
am ation)からの結果と照合しながら，この仮定の検証 

を行なってみる。

Trinity River P ro jec tのfI.画者は，主に，選举民力、 

らなるBE力団体の費用と便益に関心を払い，社会的使 

益と社会的費用に対してはとんど注意を払っていなか 

ったという.ととを示す多くの証拠が見られる。このプ 

ロジCCクト遂行の経過は，そのプロジクトの支持者 

の政治的影響というものがそのプロジェクトの存統を 

保IEするために，それfこ見合うようにプロジェクト0  
構想を決定したことを明らかにしている。

Bureau of Reclamation (は下B I J と略す）と選拳民 

からなる庄カ団体は，継続的に，彼らの選択したプロ 

ジェクトが実行されるための努力を行なった。その過 

程で，しばしぱ，社会的便益の損失による私的使益の 

増加といった方法で，あらゆる障書を克服した。いく 

つかの例をあげてみよう。

1 , B R の管理者は，組織化されたE 力 団 体 (the 
Sacramento Vally Irrigation Committee) に関連したフ ロ

クトの立案を接助した。この事実は"技術願問" 
としてのB R の彼雇用者のとった行動こよって示され 

ている。彼らの技術的.アドバイスは，プロジェクトに 

対する支持を獲得するためにプロジ:クトの対象地区 

での演説という.形で行なわれた（R. Caves, J. Bain, J, 
Margolis, Northern California’s Water Industry, 1966)。

2 , 最初のプロジェクトの分割，Scaramento Canals 
というプロジo :クト堪位は，分割における経済的巧能 

性に関するレポートなしに，譲会を院外活励によって 

通過させられた（Bain, Caves, M argolis前揭書，1966)，
もし， レポートが準備されていたとしても，そのプ 

ロジ:n クトに関する水源地が確認されていなかった場 

合，そのプロ‘ジ:Cクトの社会的費用を評価することは 

はとんど不可能であったであちう。

3, Sacram ento地E の後援者，同様に水源地を求め 

ていたDelta-Mcmdotaの圧力団体と提携を行なった。 

との131体は, 水供給プロジクト（Delta-Mendota Canal) 
を持っていたが，the Saemmento R iv e rの水に関する
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IV— 2 ま
(同前掲論文）

IV ~ 1 表

D. Shapiro "Statistical Appraisal of the Economic Effi
ciency of the Trinity River Division of the Central T a
lly Project of the United States Bureau of Reclamation" 
Ph. D. dissertation, Univ. California, Berkeley 1966.

割引率（票)。（點 (f-i (動

相互作用は， このプロジa；クトの全過程を特徴づけて 

いる。公共機関は，庄カ団体の私的使益と私的費用に 

多くの配慮を行なったが，社会的便益と社会的費用に 

関しては無関心であった。

カリフォルニア州から提供された資料によって， 3 
っの仮定的なプロジェクトの費用と便益が推測され， 

現実のプロジェクトの使益と費用と比較された。 3 っ 

の仮定的プロジ:Cクトは次の通りである。

フフンI  Sacramento c a n a lsを除外した小Tri-
nity R iv e rプロジェクト

プランn  Sacramento c a n a lsを除外して建設ま

れ た Trinity R iv e rプロジ;c クト

プフンID 2 つ の Sacramento c a n a lsのうも 1.つ
だけを含む Trinity R iv e rプロジ ;t ク 

ト

プランIV—— 現実に契行されたプロジェクト 

割 引 率  ------------------プ ラ ン _____________

法律的論争を通して，その水源を獲得していた。水源 

としてのTrinity R iv e rにかかわっている2 つの団体 

は，両地域に利用できるために2 つの山を貫通して， 

水を供給すべきであるという，実を無視している。 B 
R の利害と2 つの庄カ団体の運動力觸着していたこと 

が，Trinity R iv e rプロジェクトを考案させ，必然的 

にそれを実行させることになった（Bain Caves. Margo- 
前掲書，1966)。

4 . このプロジェクトの可能性に関するレポートは, 
最終的に， B R によって全T r in ityプロジェクトに関 

して提出されたが，プロジ:>1クトの対象地城の水の需 

要増加については楽観的すぎた。需要の不足が， リ々 

フォルニア州と必然的にB R 自体に対して明確となっ 

てきたとき， これらの公共機関は，プロジェクトの使 

益一費用の性格を強化した代替案を提案した。しかし 

ながら，このプロジェクトの政治的支持者はこれらの 

t十画変更に抵抗し続けた。

5. 最初の計画にしたがっても， このプロジクト 

はいくつかの困難に遭遇していた。このプロジェクト 

対象地域の多くの農民は，彼らの圧ガ団休が獲得した 

プロジポクトからの私的純使益の額に依然として不満 

足であった。農民たちは，水の需耍とそれに必要な供 

給システムの建設を拒否した（ここで示したモデルのよ 

うに，農民はこのプロジュクトの企図からこうむる私的費JFI 
の資担を扼否した）。B R と協力した圧力団体は，このプ 

ロジCCクトの存続のために"-層のま更を行なった。農 

民に対する私的費用は2 つの方法によって削減された。 

第 1 は，水の費用は，B R の通常価格である3. 5 0 ドル 

に比較してェーカー当り2. 7 5 ドルに減少された。第 2 
は，政府は各農民個人によって通常負担される供給シ 

ステムの費用を設定した。

6 . —般国民は，もし，そのプロジ:Cクトの電力施 

設の建設と運営が利益を生むとした場合，かなりの利 

益を得るだろうという私的効用の間題が強引に(むしろ 

説得的に）主張された。 このプロジ:Cク卜の政治的支 

持者は，この提案に対して強い反対の立場をとること 

を決定した。彼らの反対理由は，次のような点に貝ら 

れる。すなわち，生産のために1 キロジット時8. 5 ミ 

ルの電力費用を耍するにもかかわらず，サクラメント 

市 i■こ対して， 1 キロワット時4. 5 ミルで電力を供給し 

たというB R の電力コントロー ルを示す事獎が議会小 

委員会に提出されたということである（a s .  Congress, 
House of Representativeg, 1954, 1958)。

この種の公典機関と選举民からなる庄カ団体の間の
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公共投資の選択プロセス

この研究の結果は，IV— 1まとIV— 2表で示されてい 

る。W — 1 まは，仮定的プロジェクトと現実めプロジ 

ェタトの平均便益と平均費用をまわしている。IV 一 2 

まは，B  R がプランI で示めされた最初の小さなプロ 

ジ:n クトを建設しそれから次の追加的プロジ0̂ クト 

を建設した場合の大プロジュクトへの連統的な移行ま 

たはその結果:における追加的S!益と費用を示している。

IV —  2 表の増加比率は，建設時に関するプロジュク 

トの異った分割方法に対する効率性の基準を提供して 

いる，この比率は次のような方法で求められる。
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ここで5 とc は，企図されナこ分割に関する費用と使 

益を示している。 . ,
これらの比率は， T r in i t y プロジ; クトめ効果は， 

一般に納税者からそのプロジュクトの対象地域の人々 

への所得再分配を行うことでるという結論を根拠づ 

けている。それ故，このプロジ:t タトは，前述したそ 

デルで示された公共機関の決定プロセスの適切な例で 

ぁろぅ。

V 結

公共投資の意思決定に関する伝統的モデルでは，管 

理者は社会的純使ねを極大にすること，すなわち，公 

共投資は一般に資源利用を改善するという意味での社 

会的純便益の極大を目指すと仮定されている。これに 

対して，この小論で考えてきたモデルは，公共当局の 

管理者は，選#民からなる圧力団体の私的純使益を極 

大にするようなプロジ:C クトを選択するという異なっ 

った仮定に沿って考えられた。をのような行動をとる 

ことによって，管理者は園会のス 1 認過程の通過にあた 

つて，無修正のままでプロジ:C クトの7承認を得るため 

の努力を最小にする行動をとる。これは，可能な最小 

の努力で公共機関の躲摸の維持あるいは拡大の効撮を 

もっている。规模の拡大は，社会的純使益を増加させ 

るプ- ジX クトを調査するために行なう努力以上に管 

理者の報酬を増加させるであろう。なぜなら,社会的純 

使益を増加させる誘因がはとんど存在しないのでる。

管理者は社会的純使益の增加といったものに動機づ 

けられなん、し制約もされない（例えぱ 1̂̂に，正の収益舉 

をもっプロジ; タトを選択する）と仮定されたけれど，一* 

般的にも，これはかなり受け入れられるであろう。も 

し，この結論が正しいとした場合，市場の不完全の修 

正及び所得の安定といった公共投資の役割は,かなり 

削减されるであろう。
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